
 

 

 

性犯罪に関する刑法の更なる改正を求める意見書 

他１件について 

 

令和２年相模原市議会定例会９月定例会議第９日（１０月２日開催）にお

いて、議会運営委員会委員を提出者として「議提議案第５号 性犯罪に関する

刑法の更なる改正を求める意見書」が提案され、併せて陳情の採択に伴い、 

市民文教委員会委員を提出者として「議提議案第６号      国による義務教育財 

源の保障及び教育の機会均等と水準の維持・向上並びに行き届いた教育の実 

現を求める意見書」が提案され、賛成総員により可決されました。 

なお、意見書の内容につきましては、別紙のとおりです。 

 

 

 

 

 

令和２年１０月２日 

相模原市発表資料 

問合せ先 

議会局政策調査課 

電話０４２（７６９）９８０３ 



議提議案第５号 

 

性犯罪に関する刑法の更なる改正を求める意見書 

性犯罪・性暴力の根絶に向けた社会的気運が高まる中、平成２９年６月、１１０

年ぶりに性犯罪に関する刑法の改正案が国会で可決され、同年７月に施行された。

強姦罪が強制性交等罪に名称変更され、懲役の下限が３年から５年に引き上げられ

るとともに、これまで親告罪であったものが非親告罪となるなど、画期的な改正と

なった。 

ただし、強制性交等罪の成立要件として、脅迫、暴行を伴うことが必要とされる

など、改正の内容が不十分であるとの議論があったため、衆議院では６項目、参議

院では９項目もの附帯決議が付され、施行３年後の見直し規定が盛り込まれた。 

こうした刑法改正により、改正前より多くの事例が犯罪と認定されるようになっ

たものの、被害者の明確な抵抗が明らかでない限り加害者を罪に問えないため、加

害者側が無罪となる例が相次いだことなどから、改めて改正刑法の内容が社会問題

化している。当然、被害者は明確な形で抵抗できない場合もあるため、多くの欧米

諸国では、同意のない性交はすべてレイプとして刑事罰の対象とするなど、被害者

の視点に立った性犯罪の定義規定の改正が行われている。 

「誰一人取り残さない」を基本理念としているＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）

の取組を進める観点からも、性犯罪に関する取組を更に充実させることが求められ

る。 

よって、本市議会は、国会及び政府におかれては、被害者の視点に立ったより良

い制度を実現するため、性犯罪に関する刑法改正の議論の充実とともに、次の事項

について見直しをされるよう強く要望するものである。 

１ 強制性交等罪における暴行、脅迫、心神喪失等の要件の見直しについて検討す

ること。 

２ 監護者わいせつ及び監護者性交等の適用年齢の拡大について検討すること。 

３ 性交同意年齢を引き上げること。 

４ 公訴時効期間の撤廃を含めた見直しを行うこと。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

相 模 原 市 議 会 
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内    閣 

 

令和２年１０月２日提出 

 

提出者 相模原市議会議員 小 野   弘 

提出者 相模原市議会議員 関 根 雅吾郎 

提出者 相模原市議会議員 田 所 健太郎 

提出者 相模原市議会議員 石 川   達 

提出者 相模原市議会議員 服 部 裕 明 

提出者 相模原市議会議員 渡 部 俊 明 

提出者 相模原市議会議員 大 槻 和 弘 

提出者 相模原市議会議員 長谷川 くみ子 

提出者 相模原市議会議員 鈴 木 秀 成 

提出者 相模原市議会議員 後 田 博 美 

提出者 相模原市議会議員 西 家 克 己 

   あ て 



議提議案第６号 

 

国による義務教育財源の保障及び教育の機会均等と水準の維持・向上並 

びに行き届いた教育の実現を求める意見書 

 義務教育費国庫負担制度については、平成１８年度に国庫負担の割合を３分の１

に引き下げる改正が行われ、地方自治体の財政状況を圧迫している。全国的な教育

の機会均等と水準の維持・向上や無償制の維持のためには、当該制度を存続し、国

において教育予算を負担することが必要不可欠である。 

学校現場における課題が複雑化・困難化する中で、子どもたちの豊かな学びを実

現するためには、教材研究や授業準備の時間を十分に確保することが必要であり、

教職員定数拡充などの施策が最重要課題となっている。さらに、約３か月に及ぶ臨

時休業の影響による教育課程の再編成、学校行事の見直しや、新型コロナウイルス

感染症拡大防止のための消毒作業など負担が増加していることから、早急な取組が

求められている。 

学校現場の業務増加による教職員の長時間勤務の改善については、相模原市では

教育委員会を中心に具体的な取組が進められている。子どもに寄り添い、向き合う

時間を確保することは重要であり、「新しい生活様式」を踏まえた学習・生活環境

も求められる中で、子どもたちの豊かな学びを保障するために教職員定数改善を含

む勤務環境整備は不可欠である。 

よって、本市議会は、国会及び政府におかれて、次の事項について実現を図られ

るよう強く要望するものである。 

１ 教育の機会均等、水準の維持・向上、無償制の維持に不可欠な義務教育費国庫

負担制度を存続・拡充させること。また、義務教育教科書無償給与制度を継続す

ること。 

２ 行き届いた教育を実現するために、学級編制標準の改善や教職員の定数拡充、

少人数学級の推進、教職員の長時間労働是正など、教育環境を整備するための予

算を確保・拡充すること。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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提出者 相模原市議会議員 三 須 城太郎 

提出者 相模原市議会議員 中 村 忠 辰 

提出者 相模原市議会議員 折 笠 正 治   

提出者 相模原市議会議員 松 永 千賀子 

提出者 相模原市議会議員 五十嵐 千 代 

提出者 相模原市議会議員 小 田 貴 久 

提出者 相模原市議会議員 西 家 克 己 

提出者 相模原市議会議員 阿 部 善 博  

 

   あ て 


